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自治体法務の多元的統制
―ガバナンスの構造転換を目指して―

国の関与が減り自治体の権限が拡大するなか、
法務組織体制を再構築するための知見を提示！

田中孝男 著 A5判／520頁　定価　本体5,000円＋税
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■自治体のあらゆる法務活動（条例制定、法執行、争訟）を統制するために、
自治体の長部局や議会、住民、裁判所等が多元的に関わりコントロールする
仕組みのあり方を考察
■自治体法務の統制に関する法的な仕組みは、自治体が担う権限と責任にふ
さわしいものとなっているか、その統制の問題点を明らかにし、法的に何を
改善すべきかを論じた書籍
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この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
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＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

お客様の個人情報の
取扱いについて
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条例づくりのための政策法務

自治体法務の多元的統制 ―ガバナンスの構造転換を目指して― 定価5,400円（本体5,000円）
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第１章 政策法務論の意義と本書の構成
第２章 条例のあり方をめぐる重要な判例理
第３章 条例のベンチマーキング
第４章 住民の考えが反映される政策・条例
第５章 自治基本条例・議会基本条例の進化
第６章 パブリック・コメント制度と審議会制度
第７章 公共サービス改革条例
第８章 政策財務と債権管理条 
第９章 第三セクター統制条例
第10章 自治体の財政再建と政策法務
第11章 行政不服審査法・行政手続法改正と政策法務
第12章 地方公務員制度改革と政策法務
第13章 地方分権改革と条例制定権
第14章 地域主権改革と自治体（特に市町村）の対応
第15章 政策法務と公共哲学

■応用力のある政策法務を身につけるための解説書。政策法務に関する実務上の手法だけでなく、
政策法務を考えるにあたり必須となる法理論・法哲学についても解説しています。

■自治体が直面する課題対応と政策法務の関わりを詳解。自治体財務、地方公務員制度改革など、
現在自治体が直面している課題について政策法務の観点から解説しています。
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